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研究成果の概要（和文）：本研究における成果は、取引費用からネットワークを捉えることである。官民一体の
社会戦略とは何であるのか、そして多様性を深める地域や市場を捉える事とは何なのかが取引費用の政治学的な
アプローチより探求されている。クラスター形成とそのネットワーク化を通じて、その地域での新たな協働と競
争の関係性が生み出されていることが理解される。

研究成果の概要（英文）：The result of this research is to capture the network from transaction 
costs.What is the public-private social strategy, and what is the capture of regions and markets 
that deepen diversity, is being explored from a political approach to transaction costs.It was 
understood that the formation of clusters and their networking creates new relationships of 
collaboration and competition in the region.

研究分野： 取引費用政治学

キーワード： 取引費用　経済的ネットワーク　制度　プロパティ・ライツ　レント経済学　リンケージ現象　経験経
済　戦略

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域の特性を踏まえ、具体的に比較検討される研究が不足している産業集積研究史において、国内外の産業集積
の成功と失敗の事例を定性的に捉えて分析するための理論的フレームワークを提供。地域や業界の境界線を越え
たクラスターの形成過程、ネットワークを通じた価値の創生や共創に基づく政策や経営を戦略的視点から分析。
クラスターは成果であり、その地域の諸制度より多分の影響を受けた有機的ネットワークとして形成される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
◆ 近年、産業集積に関する研究蓄積の結果として、地域活性化に資する産業クラスターの役割
に着目する研究が散見されるようになってきている。当該研究領域においては、古くは、ウェー
バー(A.Weber)による工業立地論の研究成果=集積の利点にまつわる研究にはじまり、ポーター
(Michael E. Porter)によるクラスターとしての視点を追加した産業集積研究（新しいアイディア、
ソフトウェア、サービス、製品を生み出す地域的基盤としての産業集積）を経て、近年ではエリ
アフ・ゴールドラット(Eliyahu M. Goldratt)による、クラスターを取引ネットワークと捉える研
究へと発展してきている。 
◆ 最近の研究成果によれば、クラスター理論は戦略の視点、すなわち問題解決の視点を取り込
むことで地域課題の解決にも貢献することが明らかとなっている。すなわち、クラスター化は、
関連素材、部品、サービス供給における新しい事業者の誕生、成長という産業の下部構造の強化
と研究開発、デザイン、設計、意思決定部門の集積と地域内のネットワーク化と言う上部構造の
強化に貢献する。それは九州のシリコンアイランドに見られる複数クラスターの融合という形
で形成されることも報告されている（山崎、2002）。 
◆ これら先行研究に対し、申請者らは、クラスターの融合に着目し、クラスター化をネットワ
ーク化として捉えた研究に従事してきた。その結果、クラスター化の度合いと取引費用との関係
について解明した（本申請書、研究業績欄 8、11、27）。 
◆ このような研究蓄積の結果生じる新たなる研究課題は、主に以下の 3 点に整理される。これ
ら 3 点が本研究の主要な研究課題となった。 
(1) 国内における産業集積の形成、クラスター化の失敗事例の検討 
(2) 組み合わせられたネットワークの与える取引形態の変化に関する検討 
(3) クラスター融合が引き起こすネットワーク間競争とそれに伴うイノベーション創出過程の

実態に関する検討 
◆ さらに先行研究によれば、産業クラスター政策は、どのような地域・産業にも応用できる全
体最適を求める戦略であるが、それを実現するための解法や手法は地域ごとに異なっており、そ
の結果として呈される特性も地域ごとに異なってくるとの言及もなされている。だが実際には、
様々な地域特性を踏まえて具体的に比較検討された研究が不足しているという現状がある。 
◆ このような経験から、本研究では産業集積の形成プロセス、地域社会における企業の問題解
決などを主眼として、国内外の協働システム、市場特性について、各地域の成功事例、失敗事例
の比較の見地より定性分析を行って、地域資源を有効活用させつつ、人を還流させることでその
地域にあった規模の集積、サービス・製品開発を実現させるための指針について探究するという、
今後のわが国の地域活性化にとって基礎となる理論枠組みとデータの提示を目指すものである。 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は、取引費用のモデルを活用して、グローバル体制下における地域間ネットワ
ーク形成の在り方、およびそれにともなった地域や産業の変容を解明することにある。 
(2) 具体的には、産業集積の形成過程、地域社会における企業の問題解決などを主眼として、国
内外の協働システム、市場特性について定性分析を行い、これを把握するとともに、地域資源を
有効活用させつつ、人を還流させることでその地域にあった規模の集積、サービス・製品開発を
実現させるための指針について探究する。 
３．研究の方法 
(1) 国内産業集積の比較調査を行う為、青森県、三重県、愛知県、福岡県、徳島県において現地
調査を行う。青森県ではクリスタルバレイ政策の失敗について調査し、三重県ではシャープ社の
クラスター化（ネットワーク化）の失敗、愛知県ではトヨタ自動車の城下町集積の実態について
調査する。福岡県では国外との玄関口として機能するシリコンアイランドの実態調査、徳島県で
は異業種（医療産業）が融合した、徳島健康・医療クラスター構想の実態調査に従事する。 
４．研究成果 
(1) 本研究では、国内外を問わず、産業集積およびそれを支える地域資源を地域と捉え、クラス
ター化の進行にともない、他の地域の産業集積（それは国内であっても国外であっても構わない）
との取引ネットワークの形成と、官民一体となった社会戦略（政策と企業経営の整合性、および
機能資源の分散・配置）の視点に着目しながら、取引費用による政治経済学にもとづいた検証が
行われた。分析の対象は、国内外における産業集積とし、それはクラスター化が進行することで、
域内から生産などの一部機能が域外に移管されることも含むものとする。これについては、青森
県（国内からの視点）とスリランカ（国外からの視点）の事例研究に従事した。国内事例からの
成果については令和 2年度 10 月に出版される共著の日本経営学会東北部会編『グローバル化の
中の地域企業:経営理念による地域との共創』の「青森県下北のモノづくりから捉えた企業と地
域の成長」において言及されている。主なトピックスとして、「グローカルなネットワーク分析
と取引費用理論」、「地域経済に立脚させた経済システムからの視点」、「プロパティ・ライツに立
脚させた地域変容からの視点」、「クリスタルバレイ構想、その失敗と本質」、「失敗から学び、清
算された小川原開発地地域」、「失敗を梃子に変容、共創へと向かう小川原開発地域」があげられ
る。国外事例からの成果については平成 29年度に発行された『青森大学 学術研究会紀要』（青
森大学）第 40巻‐第 2 号の「スリランカの産業復興と日系企業の貢献:現地経営とリンケージ・
フレームワークに関連させて」において言及されている。主なトピックスとして、「日本製造企
業の製造観」、「リンケージから捉えた成長プロセス」、「スリランカ概況と投資環境」、「スリラン



カの伝統産業の復興と日系企業の現地経営」、「株式会社ノリタケカンパニーリミテドの考察」、
「株式会社マザーハウスの考察」があげられる。 
(2) 地域や地域間におけるネットワーク化の分析には、多様化する地域や市場の特性と、それに
対する社会戦略について捉える分析枠組みを要する。地域間を跨いだクロスボーダーな経済活
動においては市場ごとの差異が、企業の経営戦略を大きく左右することになる。これについては
初期に設定された分析枠組みである、地域市場の特性を文化(Cultural)、制度的/政治的
(Administrative/political)、地理的(Geographical)、経済的(Economic)の 4つの次元より捉え
た「CAGE」の枠組を精緻化させた「価値の三面循環プロセス」とそれをメソッド化させた「グロ
ーカルなネットワーク分析の枠組み」において提案できた。前者については『青森大学 学術研
究会紀要』（青森大学）第 40 巻‐第 3号の「ネットワークと戦略を駆使する新しい仕組み:ネッ
トワーク戦略、取引費用からとらえた統合と調整」において言及された。主なトピックスとして、
本論では「戦略をプロセスからとらえる視点」、「経済的ネットワークよりとらえた静態的な調整
メカニズム」、「経済的ネットワークよりとらえた動態的な調整メカニズム」、補遺 1.では「情報
技術の活用にもとづいた協働システム分析」、「電子的統合から捉える分析枠組み」、補遺 2.では
「リンケージ・フレームワーク」があげられる。なお初期に設定された「CAGE」の枠組について
の検証と課題抽出の試みについては平成 27年に発行された『グローバリゼーション研究』（工業
経営研究学会グローバリゼーション分科会）Vol.12‐No.1 の「マレーシアにおける産業政策と
日系企業による戦略の方向性:自動車産業における政策と日系企業による現地経営の一考察」に
おいて言及された。主なトピックスとして、「セミ・グローバル観にもとづいたネットワーク戦
略」、「差異の隔たりより捉えた機能拠点の配置とローカル適応」、「工業化政策および市場経済化
の経験がもたらす差異についての考察」、「政策の方向性より捉えたマレーシアの持続的成長ビ
ジョン」、「日系企業の直接投資と誘致政策の方向性」、「マレーシア自動車産業と政策の方向性」、
「国民車政策と企業戦略との方向性の一致:マレーシアにおける三菱自動車工業、ダイハツ工業
の事例」があげられる。社会の統治、すなわち社会の各階層を束ねる政策や管理の機構、組織間
関係（経済的ネットワーク）と多様化する市民社会の考察については、研究分担者の國島 2011
年の共著、重本直利編『社会経営学研究:経済競争的経営から社会共生的経営へ』（晃洋書房）の
「アメリカ経営学における組織と管理の理論の展開:社会と企業の経営学のための一考察として」
において言及されている。主要なトピックスとして「アメリカ経営組織・管理論の三潮流」、「ア
メリカ経営組織・管理論における三潮流の歴史的展開」、「市民社会・企業・個人の研究」がある。
以上を通じて本研究では、以下の点について確認された。 
・ 特定地域における産業集積のクラスター化の度合いと、地域と市場の特性から捉えた関係性
に注目し、取引費用、社会戦略の策定・実施の見地より、資源（経営資源、地域資源を含む）の
クロスボーダー化が顕著になることが理論分析枠組みに基づきながら確認された。 
・ 集積がクラスター化を通じてネットワーク化を進行させると、スキルやノウハウなどの情報
資源を調整するための能力、すなわちそのための中核能力が蓄積される効果が生じ、資源（経営
資源、地域資源を含む）を共有させる目的から同一地域内に点在する複数のクラスターによる融
合が誘発される過程について理論分析枠組みに基づきながら確認された。 
・ ポテンシャルの高い地域発展は、社会戦略の策定と実施を通じて加速される。つまり制約条
件を解消するための政策と管理の整合性をはかる目的で政策主導の中小企業政策として実施さ
れるのではなく、その地域での幅広い階層を対象とした生産性の向上、しいてはイノベーション
力の向上を目的とする競争や協働の検証が理論分析枠組みに基づきながら確認された。 
(4) 学術的な特色・独創性の観点から産業集積の研究は、工業立地論の研究成果に立脚しながら
進展してきた。これに対して本研究では、ネットワークの形成、およびそれを通じた資源の交換、
すなわち取引費用モデル（新制度派経済学と取引費用政治学）にもとづいた研究として進められ
てきた。これについて岩淵は、アジア市場経済学会全国大会『アジア市場経済とサービス化（平
成 30 年岡山）』の「ネットワーク戦略・取引費用からとらえた統合と調整:南アジアにおける現
地経営の一考察」において言及した。主なトピックスは「分析フレームワークとしての取引費用
政治学アプローチ」、「経験経済に立脚した制度開発と開発戦略」、「縫製産業をめぐる工業化経
験」、「底辺の競争仮説」をあげている。 
(5) 産業集積は規模の経済性と近接性の利益だけでなく、地域特性を経路依存的に捉えながら、
機能や資源の分散・配置を実現させたネットワークの構築である。経済的合理性に沿った産業ク
ラスターの形成、取引機構としての産業クラスターの在り方について検証を試みるため、日本経
営学会全国大会『東北部会発:誘致企業と地場企業の現状と可能性（平成 30 年新潟）』において
「地域システムを整合化させる価値マネジメント:青森県下北のモノづくりからとらえた企業誘
致と成長（岩淵・堀籠）」、『東北部会発:地方企業の持続可能性（令和元年大阪）』において「国
内にモノづくりを残すための取り組み事例:菅公学生服における顧客との価値共創（岩淵・江）」
のワークショップを主催した。平成 30年の報告トピックスは、「レント調整型の地域戦略」、「集
積（クラスター・ネットワーク）と産業政策」、「経路依存性と地域の特性」、「青森県ポストクリ
スタルバレイ構想」があげられる。令和元年の報告トピックスは、「価値の創成と共創」、「4Cア
プローチ」、「菅公学生服」があげられる。なお研究協力者である江の成果は、令和元年に発行さ
れた『アジア市場経済学会年報』（アジア市場経済学会）第 22 号の「企業内外における資源統合:



台湾企業を事例として」において言及されている。主なトピックスは「資源統合」、「資源ベース
理論」、「S-D ロジック」、「価値共創」がある。ワークショップはケース・スタディ方式とワール
ドカフェ方式にて行われた。理論分析の枠組みにもとづき、産業集積と言うタームが政策の結果
として目に見える形で蓄積された事象であるという前提に立ち、その形成過程や取引の機構に
ついて、グローカル・ネットワークな視点、経路依存的な視点での分析が行われた。ワークショ
ップでは、地域経営にまつわる理論分析のフレームワーク、すなわち価値行動の統合と調整のた
めのメカニズムについての検証が行われた。座長を 2期にわたり務めた研究協力者の佐々木は、
中小企業経営と地域創生、地域共創に向かう地域経営の分析フレームワークについて、2019 年
の共著、平井太郎編『ポスト地方創生:大学と地域が組んでどこまでできるか』（弘前大学出版会）
の「経営学の中小企業からの挑戦」において言及している。主なトピックスは「農業法人の中小
企業的性格とは何か」、「北海道十勝における畑作経営」、「青森県上北地域の農業経営者」がある。 
(6) 産業集積やクラスターの形成過程だけに限定せず、モジュラー化など標準化にむけた流れ
を受けての整合化、地域特性に根付いた社会戦略の策定や実施にまつわる整合化の過程にも着
目したことで、空洞化やコモディティ化の過程についても解明できる斬新な視点が提供された。
これについては初期に設定された分析枠組みである、地域市場の特性を文化(Cultural)、制度的
/政治的(Administrative/political)、地理的(Geographical)、経済的(Economic)の 4 つの次元
より捉えた「CAGE」の枠組を精緻化させた「価値の三面循環プロセス」とそれを最終的にメソッ
ド化させた「グローカルなネットワーク分析枠組み」として提案された。後者の成果については
令和 2 年度 10 月に出版される共著の日本経営学会東北部会編『グローバル化の中の地域企業:
経営理念による地域との共創』の「青森県下北のモノづくりから捉えた企業と地域の成長」にお
いて言及されている。主なトピックスとして、「グローカルなネットワーク分析と取引費用理論」、
「地域経済に立脚させた経済システムからの視点」、「プロパティ・ライツに立脚させた地域変容
からの視点」、「クリスタルバレイ構想、その失敗と本質」、「失敗から学び、清算された小川原開
発地地域」、「失敗を梃子に変容、共創へと向かう小川原開発地域」があげられる。前者の成果に
ついては研究分担者である野村、研究代表者である岩淵による工業経営研究学会全国大会『リン
ケージ・イノベーションとモノづくりの再生（平成 29 年愛知）』の統一論題における「企業のモ
ノづくりから捉えたリンケージ・バリューという考え方:企業の事例に基づいて」、「国内におけ
るモノづくりから捉えたリンケージ・バリューという事象:戦略プロセスのフレームワークより
捉えた青森クリスタルバレイ構想の今」において言及された。主なトピックスは「リンケージの
概念」、「リンケージ・バリューの概念」、「経済・社会の開発フレームワーク」、「官が牽引した産
業誘致政策の限界」、「価値の三面循環プロセスを一巡させるリンケージ」がある。 
(7) 予想される結果と意義を踏まえ、本研究では、様々な地域の特性を踏まえた具体的な比較検
討の考察を計画していた。産業集積研究において国内の産業集積の成功事例と失敗事例を定性
と定量の両面から多面的に分析を行う事で、融合を果たしたクラスターの影響力に関する考察
結果を示す予定であった。三重県クリスタルバレー構想の中核企業であるシャープ社を鴻海社
（台湾）が買収する事態の発生（研究分担者は百武担当）、国内生産化に比重をおくトヨタ自動
車の企業城下町である愛知県豊田市におけるトヨタショックの影響（研究分担者は中村担当）、
東芝危機の影響を受けての九州シリコンアイランドから東北シリコンロードに向けた一部回帰
現象の発生（研究代表者の岩淵担当）などに直面したため、当初予定されていた３つの地域に対
する企業アンケート調査、インタビュー調査について手配のタイミングが合わず難航する。こう
した問題への対処として、理論的フレームワークを中核に据えた分析枠組みであるケース・メソ
ッド法を採用した。研究協力者の下畑はケース・スタディ法を活用、飯田下伊那地域の航空宇宙
産業のケースを考察した。2019 年の共著、中瀬哲史・田口直樹編『環境統合型生産システムと
地域創生』（文眞堂）の「飯田下伊那地域の航空宇宙産業の域内連携の展開」において融合につ
いて言及している。主なトピックスは、「航空宇宙産業への参入と地域の航空クラスター形成の
意義」、「地域企業による航空クラスター形成の意義」、「飯田下伊那地域における航空宇宙産業の
勃興と飛躍への助走」、「企業間連携」があげられる。ケース・メソッド法はケース・スタディ法
と比較して、データ収集、データ整理、情報分析の流れにおいて、特に情報分析（論理的分析）
に力点をおいた手法である。その利点として、限られたデータ量すなわち不確実性下におかれた
場合でも、理論的に構築された分析枠組みを介した論理的分析が可能になる点があげられる。こ
うしたケース・メソッド法を活用し、本研究では以下に示した 7ヵ所の現地調査と産業分析を行
った。なお今回、企業アンケート、実態調査の行われなかった地域ケースについては、研究分担
者の松本が令和元年に『青森大学 学術研究会紀要』（青森大学）第 41 巻‐第 2・3号合併号の
「工業統計調査結果を用いた産業集積の形成と変容に関する基礎的研究」において、事前のデー
タ収集活動とデータ整理までを行っている。なお研究分担者で国内のクラスター事例として徳
島健康・医療クラスター構想の実態調査を行った堀籠は『青森大学 学術研究会紀要』（青森大
学）第 41巻-第 1号の「取引コスト理論を援用した今後のわが国における医療提供システムの方
向性に関する一考察」において事前に分析フレームワークをまとめている。主なトピックスは



「地域医療連携推進法人制度制定に至る議論の経緯」、「地域医療連携推進法人制度の概要」、「医
療サービス特性」、「取引コストアプローチによる検討」がある。研究分担者で国外クラスターの
事例としてイギリスのロンドン地域の集積地の実態調査を行った百武は『観光研究論集』（大阪
観光大学観光学研究所年報）第 17 号の「英国の産業集積に関する一考察:ロンドンを中心に」に
おいて成果をまとめている。主なトピックスは「第 4 次産業革命と産業集積の変化」、「ロンド
ンにおける産業集積の現状」、「英国における産業集積の分析と日本の産業集積」がある。 
・青森クリスタルバレイ構想（青森県・電子デバイス 研究代表者:岩淵） 
・株式会社ノリタケカンパニーリミテド社（陶磁器・スリランカ 研究代表者：岩淵） 
・株式会社マザーハウス社（アパレル・スリランカ 研究代表者:岩淵） 
・バングラデシュの縫製産業（アパレル・バングラデシュ 研究代表者:岩淵） 
・プロドゥア社（自動車・マレーシア 研究代表者:岩淵） 
・Tech City、FinTech(IT、金融の集積地・イギリス 研究分担者:百武) 
・徳島健康・医療クラスター構想（徳島県・医療 研究分担者:堀籠） 
(8) 予想される結果と意義を踏まえながら本研究では、ネットワーク間共創において生じる新
たな価値が今後の課題克服の枠組に繋がるものと位置付けている。地域の分断や格差、貧困の諸
問題を解決する重要なアイディアと位置付ける。大戦略の次元から、地域の情報化戦略が推進さ
れること、地域創生や地域共創を通じての新たな価値の創造（協働）や発信が情報技術を梃子に
推し進められる事例の蒐集も行われた。業界における供給と連鎖の現状については研究分担者
の中村が、平成 29 年度に発行された『青森大学 学術研究会紀要』（青森大学）第 40 巻-第 1
号・第 2 号の「物流・マーケティング機能を支える情報システム」、「IT 時代における経営情報
システムの実証的研究:各業界における代表的事例の特質を中心として」で言及している。主な
トピックスは、「物流システムの変遷より捉えた流通情報システム」、「個客関係管理とサプライ
チェーン管理の融合」、「電子化と標準化がもたらす流通の情報化」、「革新的な商品開発システ
ム」、「第 3次産業革命を牽引した流通情報革命」、「サプライチェーン統合を目指した ECR」、「ア
パレル製造小売り企業の事業モデル」、「コンビニ業界の eビジネス戦略」がある。生産情報シス
テムの現状は研究分担者の堀籠が、平成 30年度に発行された『青森大学 学術研究会紀要』（青
森大学）第 41巻-第 1 号の「生産情報システムと生産管理の展開」で言及している。主なトピッ
クスは、「生産管理の基本機能とシステム化」、「情報システムの基礎概念と歴史的変遷」、「進化
し続ける情報システム」がある。情報と統治の視点からは研究分担者の國島が、令和元年に発行
された『明治大学経営学研究所経営論集』第 66巻-第 2 号の「社会と企業における情報創造:誰
のため、何のための情報化?」で言及している。主なトピックスは、「人間の本質と情報創造」、
「メイド・イン・ジャパンと日本的情報創造」、「シリコンバレー・モデルとキャピタル・ゲイン
追求型情報創造」、「地域循環経済と住民自治型情報創造」がある。 
文献（研究業績に挙げたもの以外） 
・ 宇沢弘文・薄井充裕編『都市のルネッサンスを求めて 社会的共通資本としての都市１』東

京大学出版会，2003 年。 
・ 宇沢弘文・國則守生・内山勝久編『21 世紀の都市を考える 社会的共通資本としての都市

２』東京大学出版会，2003 年。 
・ 國島弘行「IT革命と事業戦略の新展開:ビジネスプロセスの変革と新しい企業間関係」権泰

吉・高橋正泰編『組織と戦略』（文眞堂）2004 年，41-61 頁。 
・ 國島弘行「アメリカ経営学における組織と管理の理論の展開:社会と企業の経営学のための

一考察として」重本直利編『社会経営学研究:経済競争的経営から社会共生的経営へ』（晃洋
書房）2011 年，315-330 頁。 

・ 國島弘行「成長なき経済、企業の余剰資金、対外 M&A」大西勝明・小阪隆秀・田村八十一編
『現代の産業・企業と地域経済:持続可能な発展の追究』晃洋書房，2018 年，106-118 頁。 

・ 江向華「企業内外における資源統合:台湾企業を事例として」アジア市場経済学会編『アジ
ア市場経済学会年報第 22号』白桃，2019 年，1-10 頁。 

・ 佐々木純一郎「経営学の中小企業論からの挑戦」平井太郎編『ポスト地方創生:大学と地域
が組んでどこまででいるか』弘前大学出版会，2019 年，77-97 頁。 

・ 下畑浩二「飯田下伊那地域の航空宇宙産業の域内連携の展開」長瀬哲司・田口直樹編『環境
統合型生産システムと地域創生』文眞堂，2019 年，221-243 頁。 

・ 宮城撤著『組織の経済理論』税務経理協会，2012 年。 
・ Ghemawat,P.,Redefining Global Strategy: Crossing Borders in A World Where 

Differences Still Matter,Harvard,2007.(望月衛訳『コークの味は国ごとに違うべきか』
文藝春秋,2009 年。) 

・ Pine Ⅱ ,B.J.,and Gilmore,J.H.,The Experience Economy: Work Is Theater & Every 
Business a Stage, Harvard Business Review Press,1999.（岡本慶一・小髙尚子訳『経験
経済－脱コモディティ化のマーケティング戦略』ダイヤモンド社，2005 年。） 
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